
















災害時の公的支援制度と保険・共済加入のすすめ ～いざという時に、あなたの生活を守るために～ パンフレット 修正表 

※パンフレット内容に一部修正がございますので、下記表をご参照ください。                                   2024 年 9 月 
 
頁 修正前 修正後 

５ ３.制度の対象となる被災世帯 

上記の自然災害により 

①住宅が「全壊」した世帯 

②住宅が半壊、又は住宅の敷地に被害が生じ、その住宅をやむを得ず解体し

た世帯 

③災害による危険な状態が継続し、住宅に居住不能な状態が長期間継続して

いる世帯 

④住宅が半壊し、大規模な補修を行わなければ居住することが困難な世帯（大

規模半壊世帯） 

 

３.制度の対象となる被災世帯 

上記の自然災害により 

①住宅が「全壊」した世帯 

②住宅が半壊、又は住宅の敷地に被害が生じ、その住宅をやむを得ず解体した

世帯 

③災害による危険な状態が継続し、住宅に居住不能な状態が長期間継続して

いる世帯 

④住宅が半壊し、大規模な補修を行わなければ居住することが困難な世帯（大

規模半壊世帯） 

⑤住宅が半壊し、相当規模の補修を行わなければ居住することが困難な世帯

（中規模半壊世帯） 

５ ４.支援金の支給額 

～中略～ 

①住宅の被害程度に応じて支給する支援金（基礎支援金） 

 

②住宅の再建方法に応じて支給する支援金（加算支援金） 

 
※一旦住宅を賃借した後、自ら居住する住宅を建設・購入（又は補修）する場

合は、合計で 200（又は 100）万円 

４.支援金の支給額 

～中略～ 

①住宅の被害程度に応じて支給する支援金（基礎支援金） 

 

②住宅の再建方法に応じて支給する支援金（加算支援金） 

 
※一旦住宅を賃借した後、自ら居住する住宅を建設・購入（又は補修）する場

合は、合計で 200（又は 100）万円 

※中規模半壊の加算支援金は、再建方法に応じて上記支給額の半額を支給 

裏面に続きます。 

住宅の
被害程度

全壊
(3.①に該当)

解体
(3.②に該当)

長期避難
(3.③に該当)

大規模半壊
(3.④に該当)

支給額 100万円 100万円 100万円 50万円

住宅の
再建方法

建設・購入 補修
賃貸(公営住

宅以外）

支給額 200万円 100万円 50万円

住宅の
被害程度

全壊
(3.①に該当)

解体
(3.②に該当)

長期避難
(3.③に該当)

大規模半壊
(3.④に該当)

中規模半壊
(3.⑤に該当)

支給額 100万円 100万円 100万円 50万円 －

住宅の
再建方法

建設・購入 補修
賃貸(公営住

宅以外）

支給額 200万円 100万円 50万円



 

頁 修正前 修正後 

６ ◆住宅の応急修理（災害救助法） 

災害により住宅が半壊し、自ら修理する資力のない世帯に対して、

被災した住宅の居室、台所、トイレ等日常生活に必要な最小限度の部

分を応急的に修理するもので、市町村が業者に委託して実施します。

修理限度額は 1 世帯当たり 57.4 万円（平成 29 年度基準）で、災害救

助法が適用された市町村において、以下の要件を満たす方が対象です。 

・災害により住宅が半壊又は半焼した方 

・応急仮設住宅等に入居していない方 

・自ら修理する資力のない方（※大規模半壊以上の世帯については資

力は問いません） 

◆住宅の応急修理（日常生活に必要な最小限度の部分の修理） 

災害により住宅が損傷を受け、自ら修理する資力のない世帯に対して、被災

した住宅の居室、台所、トイレ等日常生活に必要な最小限度の部分を応急的

に修理するもので、市町村が業者に委託して実施します。修理限度額は 1 世

帯当たり 70.6 万円（令和５年度基準、準半壊は 1 世帯当たり 34.3 万円）で、

災害救助法が適用された市町村において、以下の要件を満たす方が対象です。 

・災害により住宅が半壊（大規模半壊・中規模半壊、半壊、準半壊）又は半焼

した方 

・応急仮設住宅等に入居していない方（ただし、応急修理期間中に、一時的

な住まいとして応急仮設住宅に入居することは可能） 

 

◆住宅の応急修理（住家の被害の拡大を防止するための緊急の修理） 

災害により住宅が半壊又はこれに準ずる程度の損傷を受けた世帯に対し

て、雨水の侵入等による被害の拡大を防止するためにブルーシートや土のう

等の資材を用いて緊急的に修理するもので、市町村から支給された資材を使

用又は市町村が業者に委託して実施します。修理限度額は 1 世帯当たり 5 万

円（令和 5 年度基準）で、災害救助法が適用された市町村において、以下の要

件を満たす方が対象です。 

・災害による住宅の被害が準半壊以上（相当）の方 

 

６ ◆災害復興住宅融資（住宅金融支援機構） 

災害罹災した住宅の早期の復興を支援するため、災害により滅失・

損傷した家屋の復旧に対し、低利な資金を供給するものです。住宅を

建設する場合の融資限度額（基本融資額）1,650万円等、住宅再建方法

により、融資限度額、返済期間等が異なります。 

 

◆災害復興住宅融資（住宅金融支援機構） 

災害罹災した住宅の早期の復興を支援するため、災害により滅失・

損傷した家屋の復旧に対し、低利な資金を供給するものです。住宅を

建設する場合の融資限度額（土地取得あり）5,500万円等、住宅再建方

法により、融資限度額、返済期間等が異なります。 
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